
Ⅰ．研究の背景と目的

　1 ．研究の背景

　2014 年 9 月に総務省統計局が発表した日本の

高齢者人口推計によると高齢化率は過去最高の総

人口に占める割合の 25.9％となった．一方，在留

外国人統計によると日本の人口の構成員である在

留外国人の 65 歳以上の登録者数は 14 万 3,945 

人であり，その比率は総登録者 206 万 6,445 人の

うちの 7.0％にあたる．65 歳以上人口の国籍の割

合を見ると韓国・朝鮮籍者の割合が総登録者の 

79.4％を占め，高齢化率は 22.0％となっている（法

務省入国管理局 2014a）．日本社会が初めて経験す

る外国籍住民の高齢化の存在は歴史的な渡航歴を

もつ在日コリアン1）である．

　日本は超高齢社会を迎え高齢者福祉政策として

地域包括ケアシステムを打ち出した．高齢者福祉

分野の主要な福祉サービスである介護保険制度に

おいては全国一律の予防給付が 2015 年度から 3 

年程度かけて市町村の地域支援事業に移されるこ

とになった．今後，サービス提供において自治体

の力量が問われることになる．

　介護保険制度の外国籍者の第 1 号被保険者数

は，厚生労働省の 2012 年度介護保険事業状況報

告によると約 13 万人であり，65 歳以上の在留外

国人総数の約 90％を占めている（厚生労働省老健

局 2014）．李は，外国籍者の第 1 号被保険者が制
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度導入以降年々増加しているのは，定住・永住志

向がある外国籍者の存在によると推察している

（李 2010：2）．2012 年 7 月には，出入国管理及び

難民認定法等改正により在留外国人の外国人住民

票が市区町村で作成されることになった．今後，

外国籍住民の定住化が進むと文化的背景の異なる

高齢者の社会福祉分野における課題への取り組み

が必要となる．

　介護保険サービスの利用について，2003 年の大

阪府下における「在日外国人高齢者の保健福祉

サービスに関する利用状況等調査」によると，調

査対象の在日コリアン高齢者 306 名において，

「病気や障害がある」と回答した 182 名のうち 

62.6％が介護保険サービスの申請に至っていな

かった．在日コリアン高齢者は，制度的無年金2）

などからくる経済的基盤の脆弱性，低い識字率，

文化的背景の相違により，サービス利用へのアク

セス問題を抱えていることが明らかにされている

（木下 2004）．

　社会福祉分野では，接近の容易さを指すアクセ

シビリティという言葉にサービスの利用しやすさ

という意味をもたせている（宮岡 1990）．先行研究

においては，福祉サービスを必要とする人への

ソーシャルワーク機能を考慮したアクセシビリ

ティ概念として「福祉アクセシビリティ」が用い

られており，その構造と構成要素が体系的に整理

されている．また，当事者視点に立ったアクセシ

ビリティの要因分析の重要性が指摘され，対象者

特性に応じたさらなる調査を行っていくことの必

要性が示されている（越智 2011）．

　在日コリアン高齢者の福祉課題における先行研

究は，生活実態や無年金者の存在について明らか

にした庄谷らの研究が代表的である（庄谷ら 

1997）．本稿では，先行研究の見られない在日コリ

アン高齢者の福祉アクセシビリティについて検討

していく．

　2 ．研究の目的

　本稿の目的は，日本が初めて経験する在日外国

人高齢者である在日コリアン高齢者の福祉アクセ

シビリティについて，対象者特性による阻害要因，

促進要因の分析を行い，その構造と構成要素を検

討することである．

　なお，在日コリアン高齢者の福祉アクセシビリ

ティ課題の検討に際しては，越智の示す分析枠組

み（越智 2011：65－66）を基に整理を行う．また，

地域包括ケアシステム構築のための一つの拠点と

なる地域包括支援センターによる予防的アプロー

チとしてのアウトリーチ実践に着目し，その実践

課題について触れることとする．

Ⅱ．地域包括支援センターによる予防的ア
プローチとしてのアウトリーチ実践

　1 ．アウトリーチ実践

　アウトリーチとはソーシャルワーカーが援助を

必要としている人がいる地域社会や彼らの生活空

間に出向いていくことで援助の手を彼らに届かせ

ることであり（福富 2011：34），住民主体のまちづ

くりのために，地域住民の声を収拾したり関心を

高めたりする地域援助活動も含まれている（田中 

2009：32）．アウトリーチは実践の理論化のために

研究活動の必要性が指摘されており，精神保健福

祉分野においては ACT3）を中心とした実践理論の

構築が進められている（三品 2013；高木ら 2011）．

　地域包括支援センターによるアウトリーチ実践

については，個別支援の取り組みにおいて，行政，

社会福祉協議会に比して高い実践度が見られるこ

とが明らかにされている．染野は，アウトリーチ

を，直接的アウトリーチと間接的アウトリーチに

分けて整理し，間接的アウトリーチを「直接的ア

ウトリーチの条件整備のために行われる福祉専門

職による地域住民や取り巻く環境に対する働きか

けや調整，また地域住民によるインフォーマルな

福祉活動」と定義している（染野 2013）．

　以下，間接的アウトリーチの定義を用いて，在

日コリアン高齢者の福祉アクセシビリティの促進

要因と阻害要因について探っていくこととする．

　2 ．地域包括支援センターによる予防的アプロー

チ

　地域包括ケアとは「ニーズに応じた住宅が提供

ソーシャルワーク学会誌　第29号　2014

― 2 ―



されることを基本としたうえで，生活上の安全・

安心・健康を確保するために，医療や介護のみな

らず，福祉サービスを含めたさまざまな生活支援

サービスが日常生活の場（日常生活圏域）で適切に

提供できるような地域での体制」（白澤 2013：186）

を指す．地域包括ケアの拠点を担うことが期待さ

れる地域包括支援センターはその機能として 4 

つの機能「介護予防ケアマネジメント事業，総合

相談・支援事業，権利擁護事業，包括的・継続的

ケアマネジメント支援事業」をもつ．

　岩間は，地域包括支援センターの実践理論であ

る地域を基盤としたソーシャルワークを「ジェネ

ラリスト・ソーシャルワークを基礎理論とし，地

域で展開する総合相談を実践概念とする，個を地

域で支える援助と個を支える地域をつくる援助を

一体的に推進することを基調とした実践理論の体

系」と定義した．また，地域包括支援センターの 

4 つの総合相談機能を「広汎なニーズへの対応，

本人に合致した援助システムの形成，地域住民参

画の促進，予防的アプローチの促進」としている

（岩間 2011：16）．予防的アプローチとは，地域住

民の参画と専門職によるアウトリーチ，予防的プ

ログラム等の提供によって，早期発見と早期対応

による積極的な問題解決を図るものであり，「サー

ビスを拒否したり援助を受けることに前向きでな

い人や，ニーズ・課題があることに気づいていな

い人たちに対して積極的に働きかける」アプロー

チである（岩間ら 2012：18）．

　本稿では，このような人たちに「積極的に働き

かけていく」ことの重要性と予防的アプローチの

方法論としてアウトリーチ実践が位置づけられて

いることに着眼する．

Ⅲ．研究方法

　1 ．調査対象機関

　調査対象機関は夜間中学校と地域包括支援セン

ターである．地域住民に対する在日コリアンの比

率が極めて高い大阪市 A 区（法務省入国管理局 

2014b）において，在日コリアン高齢者の集い場で

ある夜間中学校をその 1 つに選定した．

　また，地域包括支援センターを選定したのは，

2013 年 11 月から，A 区の 4 つの地域包括支援セ

ンターが協働して夜間中学校へのアウトリーチ実

践として情報提供活動をスタートさせたことによ

る．アウトリーチ実践は，夜間中学校の在籍生徒

の特性と在日コリアン高齢者への情報周知の困難

性に鑑みてスタートされたものであり，夜間中学

校と地域包括支援センターとの連携は全国初の取

り組みとなる．

　筆者は，在日コリアン高齢者の福祉アクセシビ

リティについて検討するために，2013 年 5 月から

夜間中学校にて学習支援ボランティアに携わって

いる経緯がある．

　2 ．在日コリアン高齢者の集い場としての夜間中

学校

　夜間中学校は，歴史的・社会的・経済的な事情

で学齢期に義務教育を保障されなかった人が，そ

の留保していた学校教育を行使する場であり，法

的には「あってはならない学校」，しかし現実には

「なくてはならない学校」として誕生してきた（白

井 2010：266，草 2012）．夜間中学は 1947 年「教

育基本法」および「学校教育法」が制定され，新

制中学に通えない子どものために一部の中学教師

が自主的に夜間中学校を開設したのがその原点と

なっている．法的根拠は学校教育法施行令第 25 

条第 5 項による公立中学校に設置しうる二部授

業である．浅野は，夜間中学に通う生徒が�1 識字・

日本語の壁，�2 子ども時代から現在に至る経済的

貧困，�3 社会関係の希薄さ・孤立といった問題を

抱えていることを指摘している（浅野 2012：125－

127）．在日コリアンの 1 世や 2 世の女性は，終戦

後，家事や仕事に従事しなければならない事情が

あり，子育てや仕事が落ち着いた頃，高齢になっ

て夜間中学に通うという現象が 1970 年代から各

地でみられるようになる（山根 2009：197）．

　A 区の夜間中学校は 1997 年に開設した．2014 

年度において夜間中学校4）は全国で 31 校，大阪府

下には 11 校，大阪市に 4 校あり，そのうちの 1 

校である．

　在籍生徒の平均年齢は全国の夜間中学校の中で

在日コリアン高齢者の福祉アクセシビリティ
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も 68.5 歳（2014 年 5 月現在）と最も高く（第 59 回

全国夜間中学校研究大会実行委員会事務局 2013），在

籍者 124 名のうち韓国・朝鮮籍者が 108 名，在籍

者の 87％以上を占める．男女比は，男性が 12 名，

女性が 112 名である．学校側における把握による

と 1 人暮らし高齢者は 59 名であり，全生徒の約

半数を占め，また，生活保護受給者は 42 名であ

り，全生徒の 33.9％を占めている．

　3 ．調査方法

　リサーチクエスチョンは「歴史的背景をもつ在

日コリアン高齢者の福祉アクセシビリティの促進

要因と阻害要因はどのようなものか」とした．調

査デザインとしては，質的・量的調査を連続して

実施していく「連鎖型ミックス・デザイン」探索

型デザイン（池埜 2010：154）の採用を検討してい

る．本稿における第 1 フェーズの調査としては，

地域包括支援センター，夜間中学校の職員の方々

へのインタビュー調査から，在日コリアン高齢者

の福祉アクセシビリティにおける促進要因と阻害

要因に関する変数の抽出および概念の整理を試み

ていくこととする．第 2 フェーズの調査としては

夜間中学校の生徒への量的調査を実施し，各概念

についての量的な測定を行うことを検討してい

る．

　インタビュー調査はインタビューガイドを作成

し，2014 年 3 月から 5 月にかけて実施した（表 

1）．

　地域包括支援センターの職員の方々への主な質

問項目は「夜間中学校へのアウトリーチ実践に至

る経緯」「在日コリアン高齢者に特徴的なアクセス

課題」「学校との連携について」とした．夜間中学

校の職員の方々への主な質問項目は「在日コリア

ン高齢者に特徴的な生活相談」「生徒さんからの生

活相談の内容とその対応」「外部機関との連携につ

いて」とし，それぞれ 10 項目の質問に沿って半

構造化インタビューを行った．データは全て IC 

レコーダーに録音し逐語記録からデータを質的帰

納的に分析し共通性を見出しカテゴリー化した．

　夜間中学校のインフォーマントは教職員 14 名

のうち今年度から着任された職員の方を除く職

員 7 名である．地域包括支援センターのイン

フォーマントには，各センター 1 名に依頼した．

その条件は，地域特性を把握しているという観点

から A 区での実践経験が 10 年以上であり，夜間

中学校へのアウトリーチ実践に継続的に関わって

いる職員とした．
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表 1　地域包括支援センター，夜間中学校でのインタビュー調査

インタビュー
時間（分）

現職への着任年
（教職入職年）

役職／担当科目
夜間中学校

2014 年 3 月～4 月に実施

222012（1979）生徒部長／英語A 先生

182008（1987）教務部長／社会B 先生

312011（1972）養護教諭／保健C 先生

192010（1979）兼任教諭／美術D 先生

442012（1985）教頭／―E 先生

172013（1984）A 組担任／国語F 先生

122011（無回答）D 組担当／理科G 先生

インタビュー
時間（分）

現職への着任年
（福祉職入職年）

役職
地域包括支援センター

2014 年 5 月に実施

392007（1999）主任介護支援専門員A 地域包括支援センター

492012（2004）管理者／主任介護支援専門員B 地域包括支援センター

412010（2004）管理者／主任介護支援専門員C 地域包括支援センター

542010（2000）管理者／主任介護支援専門員D 地域包括支援センター



　4 ．倫理的配慮

　本調査研究は日本ソーシャルワーク学会研究倫

理指針に基づいて行った．インフォーマントに対

して，調査の目的，方法，データの取り扱い，結

果のまとめ方などについて文書を配布させて頂く

とともに，口頭で説明を行い調査に応じて頂いた．

調査結果は個人が特定されるものではなく，公表

に際しては，個人名を特定しないことを説明し，

同意を得た．

　また，インタビューデータはインフォーマント

からチェックを受け，内容確認をして頂き，修正

の指摘があった部分は指定されたとおりに加筆修

正を行った．

Ⅳ．調査結果・考察

　1 ．分析方法

　インタビューデータは，在日コリアン高齢者が

福祉サービスへのアクセスを行う際の阻害要因お

よび促進要因になると考えられる記述を抜き出

し，それぞれにコードを付与し，いくつかのコー

ドを言い表す抽象度の高いカテゴリーを付与し

た．さらに既存の概念を用いてデータを検証する

手法（佐藤 2008）により分析を行った．既存の概

念には，先行研究の福祉アクセシビリティの分析

枠組みである 6 つの「分類（1．社会資源，2．情

報，3．運営，4．専門職，5．必要な人・利用者，6 財

政）」を用いた（越智 2011：65－66）．

　インタビューデータから抽出されたカテゴリー

は，在日コリアン高齢者福祉アクセシビリティの

「構成要素」とした．「構成要素」は該当する「分

類（社会資源，情報，運営，必要な人・利用者）」に

位置づけた．本調査は実際のサービス利用を問う

質問項目は設定しなかったため，該当のない「分

類（専門職，財政）」があった．また，新たな「分

類」として「行政」を生成した．

　越智は「分類」を構成する下位概念に「項目」

を設定している．福祉アクセシビリティの検証に

関する調査対象者は「発達障害のある子どもの養

育者」としており（越智 2011），本調査とは設定

が異なるため，本インタビューデータから抽出さ

れた「構成要素」は，福祉アクセシビリティの分

析枠組みの大枠である「分類」とは照らし合わせ

を行うが「項目」は参考にするに留めた．

　在日コリアン高齢者の福祉アクセシビリティの

「構成要素」は「阻害要因」「促進要因」の 2 面性

を捉え，夜間中学校と地域包括支援センターとの 

2 機関に分けて表を作成した（表 2）．地域包括支援

センターの表記は地域包括とする箇所がある．

　2 ．調査結果・考察

　調査分析から 8 つの構成要素が抽出された．分

析結果の考察は以下のとおりである．

　　　1 ）社会資源―「キーパーソン」「コミュニティ」

　構成要素として「キーパーソン」「コミュニティ」

を抽出し，分類を「社会資源」とした．在日コリ

アン高齢者の福祉アクセシビリティに関わる

「キーパーソン」の存在には，家族や地域住民，地

域包括支援センターの職員に加え，学校の先生に

ついて語られている．

　「コミュニティ」は，在日コリアン高齢者の暮ら

す地域における人々の集い場，人と人とのつなが

りの生まれる場を表している．日常生活拠点，地

域活動拠点，さらに，福祉コミュニティを含む．

コミュニティは，本来的に外部に対して開いた性

格のものである（広井 2010：29）にもかかわらず，

在日コリアン高齢者は，ふれあい型食事サービス

などの地域活動に参加できにくい状況が把握され

ている．

　夜間中学校は，在日コリアン高齢者たちが主体

的に参加するコミュニティであり，マイノリティ

のニーズ把握を行う福祉コミュニティ（牧里 

2012：122）の側面をもつ．

　　　2 ）情報―「情報ネットワーク」

　構成要素として「情報ネットワーク」を抽出し，

分類を「情報」とした．「情報ネットワーク」は先

行研究の「項目」と同概念をもつと考え同名とし

た（越智 2011：65）．

　「情報ネットワーク」は在日コリアン高齢者を取

り巻く情報のネットワークを表し，当事者が必要

とする情報へのアクセス，関係機関から当事者へ

の情報のアクセスを含む．

在日コリアン高齢者の福祉アクセシビリティ
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表 2　在日コリアン高齢者の福祉アクセシビリティの阻害要因と促進要因

促進要因阻害要因構成
要素

分類
地域包括支援センター

・学校に来なくなった生徒さんにどのよう
なタイミングで手紙や電話をするのかガ
イドラインをつくってほしい（A）
・包括がコンタクトを取る時に先生から説
明してもらうとその関係がスムースにな
る（B）

学 校 の 先
生

・認知症が始まると母国語しか出なくなり
家族ともコミュニケーションがとれなく
なる（A）

・家族の絆が日本人以上に強く良い方向に
でなければ相当にこじれる（D）

家 族 と の
関係

キ
ー
パ
ー
ソ
ン

社
会
資
源

・夜間中学校での周知活動であなたに連絡
したいと言われ，地域は違うがこちらか
らつなぐことにした（A）
・一度関係性ができると信頼してもらえる
（C）

地 域 包 括
の職員

・区社協の相談窓口は人が変わるので相談
しにくい（A）

相 談 窓 口
の対応

・相談には娘さんや家族がこられる（A）家族・地域ボランティアはだれが担うのか（A）
・地域のボランティアの方の活用では，在
日の方が取り残されないかが心配（D）

地 域 ボ ラ
ン テ ィ ア
の存在

・町会長さんに気になる人を伝えてもらう
（B）

地 域 の 役
員

夜間中学校

・家庭訪問にはできるだけ行っている（A）
・気になると家庭訪問をする（B）
・入管に外国人登録の法律改正を問い合わ
せた（B）

学 校 の 先
生

・問題を抱えていて気になる生徒さんがい
ても卒業するとその生徒さんと学校との
関係は切れてしまう（A）

・全生徒のおよそ半数が 1 人暮らしの中，
生徒さんは信頼関係がないとしんどいこ
とはいわない（A）

学 校 の 先
生

・特別支援学級ができたことで，地域の人
もよく動いてくれている（C）

地域住民

地域包括支援センター

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

・顔と顔を合わせて周知活動ができるコ
ミュニティである夜間中学校にも行くこ
とになった（A）

・夜間中学校は友達がたくさん増えていく
のが良い（A）
・夜間中学校は情報提供できるコミュニ
ティの 1 つ（D）

コ ミ ュ ニ
テ ィ と し
て の 夜 間
中学校

・ふれあい型食事サービスはメンバーが固
定化して行けない（A）

・ふれあい型食事サービスにはコリアンが
いるという雰囲気がない（B）

食 事 サ ー
ビ ス へ の
不参加

・在日の方も地域の世代間交流ができる場
に出られるような雰囲気づくりが必要
（D）

地 域 活 動
の 場 づ く
り

・2 人に 1 人が在日コリアンといわれる地
域での行事にも参加しない（B）
・民族団体の行事が参加意欲の高まる内容
になっていない（D）

地 域 行 事
へ の 不 参
加

・在日の人が固まって住むコミュニティへ
訪問に行くと隣から高齢者の人が覗いて
いる場合がある．そのような場合は，こ
ちら側が想像力を広げて声をかける．誰
かに声をかけるとそこからつながってい
く（B）

集 住 区 域
で の 人 と
人 と の つ
ながり

・コミュニティのない人たちへのアナウン
スはこちらから行くしかない（A）

・社協を通じてのコミュニティづくりに在
日の人が入って行けない状況が続いてい
る（D）

コ ミ ュ ニ
テ ィ の 欠
如

夜間中学校

・地域の集まりでも周知活動をして頂いた
ら良い（A）
・老人会ともつながっていたら良い（B）
・個別訪問は警戒心のことがあるから人が
集まっている所，大きな病院，銭湯，オ
モニハッキョなどの識字教室，夜間高校
で周知活動をしてほしい（C）

地 域 に お
け る 人 々
の集い場

老人会の活動のことなど地域での活動につ
いては知らない（A）

地 域 活 動
の認知
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表 2　在日コリアン高齢者の福祉アクセシビリティの阻害要因と促進要因（つづき）

促進要因阻害要因構成
要素

分類
地域包括支援センター

・民族団体の活動にも関わらせて頂く（A）
・行事への参加は貴重な機会になる（A）

地 域 活 動
の活用

・電話を入れても怪しいと思われて，電話
を切られてしまう（A）

当 事 者 と
の関係

情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

情　
　

報

・どこにでもアナウンスに行くからそこか
らつながっていってほしい（A）
・地域のボランティアさん，組織のキー
パーソンの方に地域包括の存在を知って
頂いている（C）

地 域 包 括
の認知

・情報から取り残された方への情報周知活
動が必要（C）

・民族団体の地域活動では情報提供するこ
とのハードルが高い（D）

情 報 周 知
活 動 の 必
要性

夜間中学校

・周知活動は，個別訪問の警戒がある場合，
町内会長さんや地域の人と一緒にまわる
とか工夫があると思う（A）

地 域 住 民
の存在

・回覧板では防災訓練や老人会の活動の情
報があるが，読まないから情報は入って
こない（A）

文 字 情 報
の限界

・外国籍住民の登録制度が変わった時は，
社会の授業で内容を説明した．生徒さん
が分からない時は登録証を持って来ても
らった（B）
・認知症予防体操は案内だけでなく，体育
の中で実際にして頂きたい（C）

授 業 の 活
用

・生活保護を受けられていても，教育扶助
を受けられていない方もいて，情報がつ
かみにくい（C）

・本人から生活状況について聞きとるのは
難しい（E）

本 人 情 報
の把握

・去年 2 学期から職員会議の終わりに生
徒情報交換を始めた（E）

職 員 間 の
情報共有

地域包括支援センター

夜
間
中
学
校
と
地
域
包
括
（
関
係
機
関
）
と
の
連
携

運　
　

営

・直接顔と顔を合わせてアナウンスに行く
ことが大切（A）

・先生から介護保険サービスが使えること
を言っておいてほしい（A）

・訪問は，学校からの話を聞いてお伺いし
た，ということであれば門戸を開いても
らえる（D）

夜 間 中 学
校 と の 連
携

・夜間中学校の職員の方々が地域包括につ
いて知らなかった（D）

地 域 包 括
の認知

夜間中学校

・卒業した生徒さんの相談にのってもらっ
たり，救ってもらったりしてほしい（A）

・認知症予防の取り組みを授業で話しても
らった（E）
・学校に通えなくなっていた生徒さんに学
校と包括からアプローチをして復学につ
ながった（E）
・生徒さんの卒業式への出席が難しいケー
スの時に教頭先生から地域包括に相談す
るよう助言を受けた（F）

地 域 包 括
との連携

・学校に来られるまで全く知らなかった
（A）
・何が相談できるかが分からない（B）
・精神保健福祉士の資格を持っているが，
地域包括の場所と活動内容は把握してい
ない（C）

・聞いたことはあるがよく知らなかった
（E）
・ここで説明されてから知った（F）

地 域 包 括
の認知

・地域包括に来てもらっているのは地域の
ネットワークとの良いつながりになって
いる（A）

・1 人暮らしの人は，名簿の登録の手助け
をしてもらい，何かあった時に助けて頂
ける手立てがあれば良い（A）
・連携は個人の力とは違う大きな力になる
（E）

地 域 と の
つながり

・どのような説明をされているのか知らな
い（D）

・地域包括支援センターの方が学校でどの
ようなアナウンスをされているのか知ら
ない（G）

周 知 活 動
内 容 の 把
握
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表 2　在日コリアン高齢者の福祉アクセシビリティの阻害要因と促進要因（つづき）

促進要因阻害要因構成
要素

分類
地域包括支援センター

・相談に来られない方が気になる．そう
いった方々になった時にアクションでき
る仕組みがあってほしい（A）

行 政 機 関
との協働

・区役所の人たちも地域包括支援センター
のことが何なのか分かっていない（A）

地 域 包 括
の認知

行
政
機
関
（
関
係
機
関
）
と
の
連
携

運　
　

営

夜間中学校

・生活保護担当と一番つながりたい，あと
介護関係のケアと夜間中学校と 3 つが
つながっていれば良い（B）

・生活保護を受けている人は 42 人いる．
お金の問題は良く聞く（C）

・生徒さんの生活保護受給に関する正確な
情報把握のために区役所に名簿を持参し
て照合してもらった（E）

・ケースワーカーさんと連携がとれて，1 
回でも顔合わせ，お話ができたらと思う
（F）

生 活 保 護
制度（ワー
カー）との
関係

・生活保護のことが良く分からない（B）
・生徒さんによって教育扶助について話さ
れることが違う．なぜ扶助が出ないかを
行政に聞くこともある（B）

・生徒さんに教育扶助をすすめたがケース
ワーカーさんにとめられた方がいた（F）

生 活 保 護
制 度 に つ
いて

・防災訓練の関係で，区役所の防災担当の
方とつながりをつくった（A）
・生徒さんから身体と経済問題について訴
えがあり，区役所に相談するように伝え
た．その後医療機関を紹介してもらった
と聞いた（C）

行 政 機 関
との協働

・外部との連携が必要な時には学校が色ん
な所に発信していかなければならない
（A）
・話を聞くだけでなく外につなげるのが大
事（C）

外 部 機 関
との連携

地域包括支援センター

メ
ン
タ
リ
テ
ィ

必
要
な
人
・
利
用
者
（
当
事
者
）

・差別意識はまだあるが，地域の方も偏見
意識が変わってきた（A）

地 域 の 変
化

・上手に日本語が話せないということで怪
訝な顔をされてしまうと困っていること
をいえない（A）

・不安だから言葉をたくさん話すことを攻
撃的だと捉えられることがある（B）

コ ミ ュ ニ
ケ ー シ ョ
ンの問題

・人権意識を大切にする（A）
・マイノリティの人たちに対しての人権は
常に意識しなければならない，そこに格
差があることを認めないから逆差別とい
う発想になる（B）
・人権は究極をいえば優しさで，その人の
あるがままを受け容れ人権が守られてい
るか意識することが必要（B）
・歴史的な背景も含めて在日の方の文化を
知る努力をしていかなければならない
（C）

人権意識
の重要性

・ヘイトスピーチがこわい，排他的で人に
優しくできない社会になっている（B）
・地域のイベントで，マイノリティである
ことに傷ついた事例を聞いている（D）

・地域での差別がある（D）

民 族 的 マ
イノリティ
で あ る こ
と

夜間中学校

・生徒さんが「恥ずかしいけど生活保護で
す」と言われると今まで税金納めてこら
れたので，苦しくなれば受給される権利
があると話します（C）

経 済 状 況
への理解

・買い物などで手続きや言葉の問題で雑な
対応をされて生徒さんが傷つくことがあ
るから日本人がついていかなければなら
ない場合がある（B）

配 慮 の な
い対応
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表 2　在日コリアン高齢者の福祉アクセシビリティの阻害要因と促進要因（つづき）

促進要因阻害要因構成
要素

分類
夜間中学校

・生徒さんのよりよい生活をしたい，学校
生活を向上したいという気持ちがあっ
て，我々学校も福祉もサポートができる
（E）
・特別支援の送迎は本人の気持ちを受けて
こちらから委員会に働きかけた（E）

当 事 者 の
思 い の 表
出

・在日の人が年金に加入できるようになっ
た 1986 年には一時金が払えなくて年金
加入できなかった人が多かった．日本人
が新たに制度加入する時はスタート時点
で保険料を払っているとみなしたけど，
在日が入る時には，全部保険料を入れろ
というのはひどい話やと思う（B）

制 度 か ら
の排除

メ
ン
タ
リ
テ
ィ

必
要
な
人
・
利
用
者
（
当
事
者
）

・夜間中学校に来ているのが恥ずかしいと
いう思いをもっている人もいる（C）

教 育 の 機
会の欠如

地域包括支援センター

行
動
力

・コリアンの場合は，電話などの場合でも，
最初の問い合わせでしっかり聞き取って
くれると，関係機関につながる（B）

関 係 機 関
の 対 応 の
重要性

・コリアンの場合，経済的な問題もあり，
行動にすぐ移せない場合がある．電話を
かけるなどすぐに助けを求めることがで
きない．70 歳代以上になると，自分が
困った時の行動に日本人との差が出てく
る（B）
・どうして言ってくれなかったのかという
状態まで我慢してしまうことがある（B）

行 動 を 起
こす力

・役所への問合せで主訴が伝わらず認知症
と勘違いされる事や色々な所を回される
ケースが未だに多い（B）
・聞きたいことがあってもどう聞いたら良
いか分からない．読み書きできないこと
を区役所ではいえない（B）

・うなずいておられても，ちゃんと理解が
できているのか確認が必要．何となくう
なずいている場合もある（C）

対 応 者 の
配 慮 の 欠
如

夜間中学校

・申請の手続きには手助けが絶対いる，個
別訪問などで申請の手助けをしてもら
う，というのが理想（A）

・住所が書けるようになると区役所にもい
ける（B）
・病院の先生の説明，問診表，検査項目が
分からないと良く聞きに来られる．保健
学習では韓国語と日本語を用いて診療科
目のことや問診の書き方を学習している
（C）

手続き，筆
記 問 題 へ
の手助け

・制度やサービス利用は手続きがうっとう
しい（A）

・住所を書くのが難しいから区役所へ行く
のはハードルが高い（B）

手続き，筆
記問題

・生徒さんが包括のことを理解できて，相
談してみようかということになれば良い
（F）

相 談 す る
力

・病院の先生，学校の先生が難しいことを
言われると，耳が遠いこともあり「うん
うん」というけれども本当は分かってい
ない場合があり，どの病院に行っていい
か分からないという相談もある（C）

対 応 者 の
配慮
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表 2　在日コリアン高齢者の福祉アクセシビリティの阻害要因と促進要因（つづき）

促進要因阻害要因構成
要素

分類
地域包括支援センター

・ハングルが読める方はアクセスができる
場合がある（A）

・情報提供の場では，言葉ができない場合
は，同時通訳が必要となる（C）

情 報 伝 達
上 の 言 語
の重要性

・識字問題は，ハングルも読めない方がほ
とんど，数字しか分からない．朝，昼，
という漢字も読めない（A）

・読み書きできないことを区役所では言え
ない（B）

情 報 伝 達
上 の 言 語
の重要性

識
字
（
言
語
）
問
題

必
要
な
人
・
利
用
者
（
当
事
者
）

夜間中学校

・パンフレットは，ハングルがあれば，読
む気になるかもしれない（A）
・生徒さんが外国人登録の法律改正のパン
フレットを読むことが難しく，ルビを
ふってポイントを授業で伝えた（B）

母 国 語 の
必要性

・新聞も広報誌も読まない（A）
・防災のパンフレットも字が小さくて読ま
ない，読む気になれない（A）

文 字 ツ ー
ル の 情 報
媒 体 の 問
題

・包括からの説明の時にはハングルは読め
るとは限らないので地図を入れて頂くこ
とと，字を一文字ずつ大きくしたらいい
（C）
・一つの包括だけでなく，この近くの所の
地図つきのものがあれば良い（C）

紙 媒 体 で
の 情 報 伝
達 時 の 工
夫

・何かあった時のための登録手続きにして
も，結局字を書かなければならないから，
もういいわ，となる（A）

・支払に関する用紙で何を書いているか分
からないという相談がある（B）

・字を書くのにドキドキして娘さん，息子
さんについてもらうという話を聞いた
（F）

字 を 書 く
場 面 で の
困難性

促進要因阻害要因

行
政
の
役
割

行
政
施
策

地域包括支援センター

・町会は非常に行政を意識しているので，
そのメンバーで割合的に何人くらいに外
国籍住民でお願いします，といった行政
の主導も必要となる．地域共生ケア，だ
けでなくコリアンに対象特化した視点も
必要となる（B）

・地域の 4 分の 1 が在日高齢者なので，そ
の人たちも地域の福祉を同じ様に受けら
れる，楽しい生活ができるようなものを
考えてほしい．町会も敏感に行政の動き
を意識している，行政が視点を言うと動
く（D）

民 族 的 マ
イノリティ 
への配慮

・在日コリアンに保障されていないことは
今後の外国籍住民に保障されないことが
予想される．外国籍住民が多くても行政
は消極的で遅れている面がある（A）

・地域福祉ビジョン案には在日の視点が抜
けている（D）

・今まで在日コリアン，外国籍住民の人た
ちで町会の役員がほとんどいない，その
ような中でシステムをつくっていくとい
う行政の投げかけには疑問がある（B）

民族的マイ
ノリティへ
の 配 慮 の
欠如

・在日の集い場づくりは行政の役割も重要
になる（B）
・行政に対して，夜間中学校の先生と一緒
に言えたり，夜間中学校との連携ができ
たことで，コミュニティ創設の 1 つの
きっかけになる（D）

集 い 場 づ
くり

・地域全体の見守りシステムをつくるのは
大変難しい（B）
・大阪市の決まりで職員が増減すると人材
育成に影響がでる（C）

・今までのトップダウン方式では乗り切る
ことができない課題がある（C）

施 策 反 映
の困難性

夜間中学校

・地域のキャラクターのお守りキーホル
ダーを持っている生徒さんがいる（A）

周 知 の 方
法

本来のシステムでできないところを地域
包括支援センターの好意で補ってもらっ
たことがあった．行政でのシステムがな
い中で組織同士の関係で好意に甘えるの
には疑問がある（G）

制 度 の 狭
間の問題

・防災に関して，一人暮らしの方をクラス
でサポートするために，防災のパンフ
レットをつくった．何かあった時に助け
て頂ける仕組みが必要（A）

仕 組 み づ
くり



　夜間中学校では，在日コリアン高齢者に対して，

授業を活用し行政からの情報提供に関する橋渡し

を担うことがある．

　　　3 ）運営―「関係機関との連携」

　構成要素として「関係機関との連携」を抽出し，

分類を「運営」とした．地域包括支援センター，

夜間中学校，行政機関の 3 機関における「関係機

関との連携」に焦点化して整理した．夜間中学校

と地域包括支援センターは両機関とも互いの連携

の必要性をあげている．実際，両機関の連携から

生徒にアプローチした事例も報告されている．ま

た，夜間中学校は生活保護制度に関することで行

政機関との連携が必要であるとしている．

　　　4 ）必要な人・利用者（当事者）―「メンタリ

ティ」「行動力」「識字（言語）問題」

　構成要素として「メンタリティ」「行動力」「識

字（言語）問題」を抽出し，分類を「必要な人・

利用者（当事者）」とした．在日コリアン高齢者の

福祉アクセシビリティを検討するにあたりサービ

ス利用者だけではなく，在日コリアン高齢者とい

う当事者性への言及を行うことから分類の「利用

者」を「利用者（当事者）」表記とした．

　在日コリアン高齢者の日本社会での生活経験が

もたらす「メンタリティ」が福祉アクセシビリティ

に影響を与えること，また，「行動力」「識字（言

語）問題」に関する課題が語られている．これら 

3 つの構成要素はそれぞれ影響し合うものでもあ

る．

　　　5 ）行政施策―「行政の役割」

　分類の項目として「行政施策」を生成し，在日

コリアン高齢者の福祉アクセシビリティの構成要

素として「行政の役割」を抽出した．先行研究で

は，福祉アクセシビリティを検討することが行政

施策へのアプローチであるとされているが，具体

的に「行政の役割」について語られる内容が確認

されたことから分類項目を生成した．民族的マイ

ノリティへの配慮や集い場づくりは行政の役割と

しても求められている．

Ⅴ．結　　論

　1 ．インタビュー調査から

　8 つの構成要素の関係性を図 1 に示した．なお，

分析結果と説明図式については，地域包括支援セ

ンターのインフォーマントである 2 名の方にメ

ンバーチェッキングをして頂いた上で，A 区内地

域包括支援センター連絡会にて報告を行った．

　ここで，8 つの構成要素の関係性についての考

察を行う．

　在日コリアン高齢者にとって，主体的に参加す

る「コミュニティ」で「キーパーソン」の関与す

る「情報ネットワーク」とつながることは，福祉

アクセシビリティを促進させる．そのために「関

係機関との連携」「行政の役割」の推進が必要とな

り，それらが在日コリアン高齢者の抱える「メン

タリティ」「行動力」「識字（言語）問題」に作用

する．

在日コリアン高齢者の福祉アクセシビリティ
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図 1　在日コリアン高齢者の福祉アクセシビリティの構成要素間の説明図式

在日コリアン高齢者
【メンタリティ】
【行動力】
【識字（言語）問題】

行政施策【行政の役割】

地域包括支援
センター

【関係機関
との連携】

学校（地域）【コミュニティ】
【キーパーソン】 【

情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
】



　夜間中学校は，全生徒のうちおよそ半数の生徒

が一人暮らしをしており，生徒の生活問題の相談

に関して担任の先生がキーパーソンとなるケース

が明らかになった．担任の先生が関係機関に足を

運ばれることもある中，アウトリーチ実践以前は，

7 名のインフォーマントのうち 6 名が地域包括支

援センターについて知らなかった．夜間中学校の

先生が地域包括支援センターの存在を知り，生徒

からの相談をつなげていくことは，夜間中学校に

通う在日コリアン高齢者の福祉アクセシビリティ

を促進させると考えられる．

　在日コリアン高齢者が介護保険制度を「使える

と思っていない」ことや「使いたくない」という

先行研究（木下 2004）が示しているように，在日

コリアン高齢者が社会福祉制度の情報把握をする

には困難が伴い，サービスを主体的に選択できる

状況にあるとは言い難い．

　地域包括支援センターによる夜間中学校での情

報提供は，授業の休み時間が利用される．在日コ

リアン高齢者の抱える識字問題，経済状況に対し

て「恥ずかしくない」ことを諭し，生活歴，勉学

への姿勢に敬意を払う夜間中学校の先生たちが側

にいる場で行われる．夜間中学校は生徒が学びを

通して尊厳を回復する場所であり，先生との信頼

関係が築かれる場でもある．キーパーソンがいる

もとでの情報提供は在日コリアン高齢者の資源活

用能力のエンパワメントにもつながっていく．

　2 ．実践への提言

　アウトリーチ実践は現在まで 4 回実施された．

内容として，消費税率引き上げに伴う臨時福祉給

付金に関することが取り上げられた回があった．

ここでは対象となる生徒が行政からの紙媒体の情

報を把握できていないことが判明し，担任の先生

が地域包括支援センターの職員に質問する場面が

見受けられた．回を重ねるごとに，先生方の連携

に対する姿勢に少しずつ変化があらわれてきてい

る．

　実践への提言としては次の 4 点をあげる．1 つ

目は，夜間中学校，地域包括支援センターの連携

のための意見交換会の実施である．現在，意見交

換会に関しては，両機関との調整に入っており，

区役所，社会福祉協議会等の参加調整を行ってい

くこととしている．夜間中学校には学習支援ボラ

ンティアとして地域住民の方々が関わられてい

る．地域における支え合いの仕組みを考えていく

ことを視点に据えることも必要とされるであろ

う．

　2 つ目は，夜間中学校の教職員の方々に地域ケ

ア会議，地域共生ケアA 推進委員会等への参加を

促し，夜間中学校で把握されている生徒の課題の

共有化を図っていくことである．

　3 つ目は，A 区地域包括支援センター運営協議

会にて，アウトリーチ実践の取り組みの報告を行

うことである．運営協議会では「ネットワーク構

築に向けての取り組みの報告会」が実施される予

定である．報告の目的は，今まで想定されてこな

かった機関との連携について，地域との情報共有

を図っていくこととされている．

　4 つ目は，地域包括支援センターによるアウト

リーチ実践を可能にする体制づくりである．地域

包括支援センターには予防的アプローチがその専

門性として求められ（中 2012），アウトリーチ実践

は，地域住民や地域社会そのもの，関係機関まで

も含み彼らを取り巻くシステムに対してケース発

見や支援を行えるネットワーク構築までを含む

（福富 2011）．

　地域包括支援センターの担う役割が増えていく

中，そのようなアウトリーチ実践を展開するため

に実践事例の分析などを通じた実践理論の構築を

行う必要があると考えられる．

　3 ．本研究の意義と限界，今後の課題

　本研究の意義は，対象者特性としては初めてと

なる在日コリアン高齢者の福祉アクセシビリティ

の検討を行い，その阻害要因と促進要因を明らか

にしたこと，アウトリーチ実践による他機関連携

の可能性について明らかにしたことである．また，

夜間中学校は地域包括ケアシステムの整備を図る

際のネットワーク拠点になる可能性を示唆するこ

とができた．

　本研究の限界は，在日コリアン高齢者の集住地

ソーシャルワーク学会誌　第29号　2014
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区における夜間中学校に通う在日コリアン高齢者

を対象者特性の把握の手掛かりとしているため，

対象者が限定されていることである．また，今回

の調査では当事者の声を聞くことができていな

い．調査分析では，先行研究で示されている分析

枠組みの「分類」の全てに言及することができて

おらず，新たに抽出された構成要素（越智 2011：

103）との比較検討にまで至らなかった．

　これらの限界点には，第 2 フェーズの調査であ

る在日コリアン高齢者への量的調査，また，地域

包括支援センターへの事例研究を行っていくこと

で補っていくこととする．

　今後は，地域包括ケアシステムの構築を視点と

した福祉アクセシビリティ概念のさらなる検討も

必要となる．地域包括ケアシステムの構築にあ

たっては外国籍住民への視点の抜け落ちがあって

はならない．

　在日コリアン高齢者の福祉アクセシビリティの

検討を行うことは，在日外国人の文化多様性に配

慮した多文化ソーシャルワーク（武田 2009；石河

 2012；石川 2013）への言及にもつながる．また，在

日コリアン高齢者に向けてのアウトリーチ実践の

方法論を検討することは，他の外国籍住民への

ソーシャルワーク実践における応用の一方途とな

る．

付記　本研究は文部科学省日本学術振興会科学研究

費補助金（若手研究 B 26780330）を受けて行ったもの

である．本研究の調査対象者の方々に深く御礼申し上

げる．

注
 1）韓国・朝鮮籍者の表記は「大韓民国（Republic of 

Korea），朝鮮民主主義人民共和国（Domestic People’s 
Republic of Korea）も正式な英語表現に Korea を含ん
でいる」（趙 2012：1）ことから「在日コリアン」と
する先行研究に倣うこととする．

 2）在日コリアン高齢者は，1982 年の難民条約批准に伴う
国籍要件の撤廃により，1986 年に国民年金に加入でき
るようになった．しかし経過措置が認められなかった
ため年金の一時金を払えない場合は無年金となった．
そのため，介護保険料，サービス利用料の負担が大き
くなる．2014 年現在，88 歳以上の在日外国人高齢者，

52 歳以上の在日外国人障害者は，本人の意思と関係な
く国民年金制度から排除されている．

 3）ACT（Assertive Community Treatment）とは重い精神
障害のある人の地域生活をアウトリーチという手法を
用いて，24 時間，365 日支援することで，入院を回避
し，リカバリー志向の支援を促進する包括型地域生活
支援プログラムである（三品 2013：1）．

 4）2 府 2 県 18 校からなる近畿夜間中学校連絡協議会の
表記に倣い，自主夜間中学，私立も含めたすべての夜
間中学を夜間中学とし，公立夜間中学を夜間中学校と
表記する．
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　The purpose of this study was to clarify the 

structure and elements of welfare accessibility for 

elderly Zainichi Koreans（Koreans with the status 

of special permanent residents of Japan）by analyz-

ing welfare prevention and promotion factors in 

specified subject areas. This population is the first 

group of elderly foreign residents that Japan has 

ever experienced.

　The study focus was evening classes at a junior 

high school―a typical gathering place for elderly 

Zainichi Koreans, many of whom missed out on a 

full education in their youth. I focused on the out-

reach practice of the Community General Support 

Center to attendees at these night school. Inter-

views were conducted with staff members of the 

junior high school and the center.

　The responses were analyzed by coding based 

on a framework used to analyze welfare accessibil-

ity in earlier studies. Prevention factors and promo-

tion factors were formulated by using eight catego-

ries：“presence of a key person,”“belonging to a 

community,”“access to information networks,”

“level of cooperation,”“mental attitude,”“ability to 

act,”“literacy problem,”and“role of government 

administration.”

　The results suggest that, in community－based 

social work practice, we need to promote coopera-

tion with the community gathering－places of local 

residents.

Welfare accessibility for elderly Zainichi Koreans
―Outreach practice by a Community General Support Center to students at 

night school―

Reiko Kinoshita（KWANSEI GAKUIN University）

Keywords：Elderly Zainichi Koreans, Welfare accessibility, Outreach practice,

Community General Support Center, Community Based Social Work Practice


